

第２部
平成２０年１１月８日
NPO法人事業継続推進機構

中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド（４．０版）

＜第２部　重要業務を認識して簡略ＢＣＰを策定する＞
説明：様式中に例示の記入を残していますが、実際には消去して記入してください。

［ステップ１０様式］　自社の重要業務の選定とＢＣＰの特徴の把握
文書10-1(必須)　重要業務（中核事業）の候補の影響度比較表（様式例）

	　　　判断要因

業務名
	利益への影響
	売上への影響
	資金繰り
	得意先との関係
	社会的影響・批判
	○○
	重要度の総合判断の順位

（更に、選定したものに○）

	Ａ業務
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ業務
	
	
	
	
	
	
	

	Ｃ業務
	
	
	
	
	
	
	


説明：①要因ごとにどの程度影響が大きいか数段階で評価しますが、利益や売上はできれば概算金額などで定量的に比較します。

　　　②それぞれの判断要因は、貴社にとって重みが異なるはずですので、総合判断においてはその点を十分に考慮します。

資料10-2(参考)　自社の重要業務の特徴とＢＣＰのイメージ整理表（ＹＥＳ、ＮＯに○や△をつけて自社の該当程度を認識してください）
	重要業務の特徴となる事項
	該当(ＹＥＳ)
	該当せず（NO）

	①再調達に時間も費用もかかる設備に依存しているか(例：多くの製造業、造船業)
	設備を守るか、代替設備を確保するかの必要があり、ＢＣＰに相当の投資が必要となる可能性あり
	設備再調達による方法も視野に入り、その点、負担が軽いＢＣＰで済む可能性も。

	②貴社の製品・サービスの市場シェアが高く、取引先が貴社以外から調達がしにくいか
	取引先の貴社へのＢＣＰ要求は（今後）高くなる、社会的にも周到な備えが必要となる可能性あり。
	取引先は他社からの調達にすぐに切り替える。再開後に戻るかが重要考慮点に。


	③数時間や１,２日で他社に乗り換えられ顧客が戻らない恐れがあるか(例：ネット販売)
	代替施設の確保がほぼ不可欠。補強では復旧が間に合わない。ただ、ＩＴは代替がしやすい。
	供給中断→再開を前提にＢＣＰを考えてよい。補強による対応が有効になる傾向。

	④数ヶ月かかっても復旧すれば顧客が戻るか（例：近距離だから購入、差別化が大きい）
	多大な投資が要る代替施設での早期供給再開は必要なく、その場での早期復旧で足りそう。
	顧客が戻る許容範囲を厳密に読み、その時期なんとしても復旧する必要がある。

	⑤代わりの場所でも業務が実施しやすいか(例：ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ以外は人の活動が中心の企業)
	建物が無事なら電源確保程度でよく、建物等がだめなら代替施設での業務再開もしやすい。
	その場所の施設、設備の補強が重要。代替施設の確保は多大な投資が必要な傾向。

	⑥災害・事故後、復旧業務が重要になる業種か（例：インフラ復旧、建設業）
	平時の業務の継続よりも、社会的な復旧業務の需要にいかに即応できるかの体制整備が主眼に。
	顧客、社員の安全確保、地域支援以外は平時の業務の早期復旧に傾注する。

	⑦来客が多数で、被害の把握・発信が求められる業種か（例：商店、ホテル、旅客運送）
	業務の再開よりも、被害者の救助・支援、情報発信が重要となり、その体制整備が前面に。
	社員および関係者を考慮すれば足り、比較的早く平時の業務復旧に傾注できる。


［ステップ１１様式］　簡易手法による目標復旧時間の決定
文書11-1(必須)　重要業務の許容中断時間（目標復旧時間）の検討表（様式例）

	　 　判断要因

重要業務名
	重要度
	利益の変動
	売上げの変動
	資金繰り
	得意先の意向
	社会的影響・批判
	○○
	「許容中断時間」

	Ａ業務
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ業務
	
	
	
	
	
	
	
	


	Ｃ業務
	
	
	
	
	
	
	
	


説明：①大事な判断要因をもれなく選び、その要因ごとに許容されると考えられる中断時間（例えば日、週単位で）を記入します。

②基本的に、各判断要因の中の最も短い許容中断時間が達成したい「許容中断時間」になりますが、おおまかに考えるので構いません。

③被害想定によって許容中断時間が大きく異なる場合（前ページ３参照）、２段階で整理していくのも一案です。
文書11-2(必須)　重要業務の目標復旧時間の検討表（様式例）
	　 　判断要因

重要業務名
	重要度
	「許容中断時間」
	現段階の対策で可能と思われる復旧時間
	今後実施する対策による復旧時間の短縮の見込み
	目標復旧時間

(経営判断による)

	Ａ業務
	
	
	
	
	

	Ｂ業務
	
	
	
	
	

	Ｃ業務
	
	
	
	
	


説明：①「今後実施する対策による復旧時間の短縮の見込み」は、おおまかなもので構いません。後のステップで必要な対策が明らかになった段階で、ここに戻って考え直すことが可能です。行きつ戻りつの検討の一段階と考えてください。

②「目標復旧時間(経営判断による)」も、同様に後からここに戻って考え直すことが可能です。
＊　以上で重要業務を選定し、その目標復旧時間を決定したら、災害・事故直後の対応から各重要業務の復旧へと、自社全体の業務実施の流れや手順を描くことができますので、整理していきます。ただし、今後のステップで事業継続対策を検討・実施していかないと、多くの場合、目標復旧時間は達成できません。そこで、ステップを進むに従って業務実施の流れや手順の整理もさらに進めるようにしてください。
また、個々の重要業務についても実施が円滑かつ的確に行えるよう、担当部署でマニュアルなどを徐々に整備していくことになります。

［ステップ１２様式］　基本方針と策定体制

文書12-1(必須)　基本方針のイメージ(様式例)
	１．ＢＣＰにより達成しようとすること

　例：顧客･従業員の生命の安全を最優先

災害等で被害を受けても、企業としての供給責任を果たす

　　　二次災害を防止し、地域に迷惑をかけない（注：二次災害の可能性は業態による）

　　　地域との協調、連携、貢献（無理のない範囲内で具体的に）

　　　貴社としての企業存続や雇用を守る決意

２. 自社として優先的に事業継続に取り組む事業の範囲を明確化（事業分野が複数の場合）
３．ＢＣＰの策定スケジュール

４．ＢＣＰ策定のため、企業として人的、物的、金銭的資源を投入して策定することの決意表明




説明：基本方針は、企業の最重要事項を決定する会議（役員会議など）で議論して策定します。

文書12-2(必須)　ＢＣＰ策定の社内体制（様式例）

	
	役割
	部署、氏名

	リーダー
	
	

	副リーダー
	
	

	○○部代表
	
	

	○○部代表
	
	

	○○部代表
	
	


説明：経営層がリードし、重要業務の担当部署を含む組織横断的な体制として構築します。
［ステップ１３様式］　リスクの評価と被害の想定

文書13-1(必須)　災害リスクの評価一覧表（様式例）
	災害・事故の名称
	

	想定する災害･事故の度合
	例：地震であれば震度、水害であれば水位など

	事業所１
	事業所内の被害
	建物１

　設備①

　設備②

	
	周辺のライフライン、インフラ被害
	電力：　（注：ライフラインやインフラは十分な情報が得られない場合も多いので、

通信：　　　　自社でのおおまかな想定でよく、幅をもった想定でよい。）
ガス：

上水道：
下水道：

道路：

	
	要員の確保


	勤務時間中の場合：

夜間、休日の場合：

	
	主要な材料・部品の確保


	材料１：○○が途絶するので、その復旧まで確保不可能

材料２：

	
	重要業務Ａ
	使用する設備①が～のため、その復旧まで停止。

不可欠な電力が～のため、・・・・

道路が～のため、不可欠な材料○が～のため・・・

	
	重要業務Ｂ
	

	事業所２
	
	

	
	
	


説明：優先して想定する災害・事故について、想定する災害･事故の度合を決め、その被害で重要業務が受ける影響を整理します。記載内容は、ステップ１４の結果などからも充実ができますので、適時に振り返って見直します。
［ステップ１４様式］　重要業務の継続の制約となる要素･資源の把握

文書14-1(必須)　重要業務の実施に必要な「重要な要素･資源」の一覧表（様式例）

	重要業務（=中核事業）の名称：

	個別業務１　Ａ工場の①ライン
	要素･資源
	被害、調達の困難さ
	事業継続への影響度合
	代替の可能性
	支障度

	
	社員
	出勤できる人数

現場指揮者

不可欠な技術者の状況
	対応能力が半減～
	直ぐには難
	大

	
	施設
	工場建物の損傷は軽度
	軽微
	―
	―

	
	設備
	設備①については～

設備②～
	
	
	

	
	原材料、部品
	原料①については～、

部品①～、②・・・
	
	
	

	
	情報機器
	
	
	
	

	
	各ライフライン
	電気については～、
	
	
	


	
	輸送手段
	
	
	
	

	
	他のサービス
	
	
	
	

	個別業務２
	
	
	
	
	


説明：①関係する社員に対して調査を依頼し、回答をとりまとめます。
②制約となる要素･資源の例：工程・部門、物流、キーパーソン、データ、システム、製品製造に用いる機械、金型、工具、原料など。
文書14-2(必須)　重要業務の継続･早期復旧の制約となりかねない要素･資源一覧表（例）

	重要業務名及びその説明：

	必要な品目
	必要数量
	供給社名
	当社部署・担当者
	連絡先
	代替調達の可能性

	Ａ
	
	
	
	
	

	Ｂ
	
	
	
	
	

	Ｃ
	
	
	
	
	

	・・・
	
	
	
	
	


［ステップ１５様式］　重要業務を継続する方法(戦略)の検討

文書15-1(必須)　重要業務を継続する方法の一覧表（様式例）

	
	重要業務
	目標復旧

時間
	自前での継続の可否
	他者への依頼による

継続の可否
	継続方法

	１
	
	
	可・不可
	可・不可
	どこで:

誰が:

どうやって:

	２
	
	
	可・不可
	可・不可
	どこで:

誰が:

どうやって:

	３
	
	
	可・不可
	可・不可
	どこで:

誰が:

どうやって:

	４
	
	
	可・不可
	可・不可
	どこで:

誰が:

どうやって:

	５
	
	
	可・不可
	可・不可
	どこで:

誰が:

どうやって:


説明：ステップ１０で選定された重要業務と、ステップ１１で決定されたその重要業務の目標復旧時間を記入し、自前で継続ができるか否か、また、他者へ依頼することで継続ができるか否かを判断し、継続方法を検討します。
［ステップ１６様式］　キーパーソンの代理が確保できる体制

文書16-1(必須)　事業継続のために不可欠な人材と代理者、応援者の確保計画一覧表（様式例）

	重要業務（=中核事業）の名称：

	業務１
Ａ工場の①ライン
	人材の種類
	人材の氏名
	持つスキル、技術、技能等

不在時の事業継続への影響
	代理者、応援者の確保計画
確保対策の実施状況（もしあれば）
	移動のための交通手段

	
	統括責任者
	○○　○○
	全体的な調整指示を行い・・
	代理ができる者を早急に社内で育成
	

	
	管理技術者
	
	
	
	

	
	○○技能者
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	業務２
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


説明：①代理者、応援者の確保計画には、その氏名、訓練計画、応援の依頼先、調整状況などを記載します。
②遠隔地からである場合、その移動手段も検討します。
文書16-2(推奨)　代理のための引継ぎ的な文書（形式は任意）
　説明：緊急時の代理のため、読めばわかる引継ぎ文書的なものを用意しておきます。関係先リスト、段取りのフロー図、作業のチェックリストなど含むと有益だと考えられます。
［ステップ１７様式］　重要業務に必要な部品、材料、サービス等の代替調達

文書17-1(必須)　調達先及び代替調達先一覧表（様式例）

	区別・社名
	関係
	連絡先・担当者
	代替調達の方法
	代替調達の連絡先

	自社　○○事業所
	
	
	―
	

	得意先１：Ａ社
	製品Ａの販売先
	電話、メール、氏名
	―
	

	得意先２：Ｂ社
	製品Ｂの販売先
	　　　〃
	―
	

	協力会社１：Ｃ社　
	部品Ａの納入者
	　　　〃
	Ｄ社に依頼
	企業名、電話、メール、氏名

	協力会社２：Ｄ社
	部品Ｂの納入者
	　　　〃
	代替調達先なし
	別紙へ

	資材会社１：Ｅ社
	資材Ａの納入者
	　　　〃
	Ｍ社から調達
	企業名、電話、メール、氏名

	ライフライン１：Ｆ電力
	電力供給者
	　　　〃
	自家発電装置使用
	

	ライフライン２：Ｇガス
	ガス供給
	　　　〃
	プロパンガス導入
	企業名、電話、メール、氏名

	輸送１：Ｈ運輸
	製品Ａ輸送者
	　　　〃
	Ｉ運輸に依頼
	

	輸送２：Ｉ運輸
	部品Ａ輸送者
	　　　〃
	Ｈ運輸に依頼
	

	情報１：Ｊ社
	情報機器・ソフトリース
	　　　〃
	同社と緊急リース契約
	

	資金１：Ｋ銀行
	融資者
	　　　〃
	公的金融機関
	企業名、電話、メール、氏名

	設備メンテ：Ｌ社
	設備Ａのメンテ業者
	　　　〃
	代替調達先なし
	別紙へ

	
	
	　　　〃
	
	


説明：①重要業務に不可欠な外部資源について、代替調達先の有無を確認し、無い場合には確保できるか検討します。

②調達先が2社以上でも近接地域なら、遠隔地の代替調達先が必要です。
③必要に応じて、連絡先ごとの詳細様式を作成します。ステップ３で作成した詳細様式を拡充するのも一案です。

文書17-2(重要)　代替調達先がない資源の対処計画（様式例）
	代替調達先のない資源の種類
	担当部署
	対処計画

	協力会社２：Ｄ社の部品Ｂ
	○○部○○担当
	

	
	
	

	
	
	


説明：対処計画には、代替調達先の継続調査、代替先の事業継続対策の実施状況、緊急時の応援計画などを記載

［ステップ１８様式］　情報・通信システムの途絶リスクの把握と対策

文書18-1(必須)　重要業務が依存する情報･通信システムの評価リスト(様式例)
	情報システムの名称
	担当部署
	契約区分、契約先
	役割・機能
	災害・事故時の継続性の評価

	受注・発送システム
	○○部
	自社設備、△△(株)
	受注から製品発送までを管理
	自社のサーバーにバックアップがない

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


説明：①自社設備、賃貸、利用契約等の区分でリストを作成

②賃貸、利用契約の場合、サービス供給会社の事業継続の対応も盛り込みます
文書18-2(必須)　情報･通信システムの代替性確保策の検討(様式例)
	情報システムの名称
	二重化の方法案

	効果
	費用

	受注・発送システム
	案1）バックアップサーバーをリースで導入

案2）・・・・・・
	システムの作動中断から半日で復帰が可能。必要な担当人員の増加はわずか。

・・・・・・
	年間○○万円のリース代

・・・・・・

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


［ステップ１９様式］　拠点、設備その他資源の代替性の確保の検討

文書19-1(必須)　代替拠点一覧表（様式例）

	平時の拠点名、場所
	拠点の機能
	拠点責任者･担当者
	代替拠点名、場所
	代替拠点の機能
	代替拠点立上責任者･担当者
	代替拠点立上げの判断基準
	要員の移動手段
	・・・

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


説明：その拠点で必要な設備等も必要に応じて記載します。
文書19-2(必須)　重要な設備の代替確保一覧表（様式例）

　事業所名（　　　　　　　　　　）

	代替が必要な設備名
	設備の機能
	担当者
	代替設備名
	設置場所
	代替設備の機能及び準備状況
	代替設備担当者
	代替開始の手順
	要員、部品、資材等の確保の必要性
	・・・

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


文書19-3(重要)　重要な業務スペースの代替確保一覧表（様式例）

　事業所名（　　　　　　　　　　）

	代替が必要な業務スペース
	担当者
	代替業務スペース
	設置場所
	代替スペースの準備状況
	代替スペース担当者
	代替開始の手順
	要員、部品、資材等の確保の必要性
	・・・

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


文書19-4(推奨)　他社との相互援助一覧表（様式例）

	当社の拠点･設備名
	拠点・設備の機能
	担当者
	相手方企業名
	相手方拠点・設備の機能
	相手方担当者
	依頼･受託の手順
	要員等の移動の必要性
	費用負担のルール
	援助終了のルール
	・・・

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


説明：自社での代替拠点や代替設備の確保が困難な場合、他社との相互援助を検討します。　
文書19-5(重要)　在庫のあり方の見直し（形式は任意）

　説明：①事業継続の観点から、在庫の適切なあり方を再検討し、その概要をまとめてください。

②在庫の保管場所が製造場所に近接していると、同じ災害で被害を受ける可能性が高くなりますので、事業継続のため必要であれば別の場所での保管も検討します。
③在庫の保管・格納状況についても、地震で崩れやすい積み上げ方をしていると損傷が大きくなります。社員の安全確保の観点と合わせて検討します。

［ステップ20様式］　ＢＣＰの発動と事業継続対応手順の整理

文書20-1(必須)　 ＢＣＰの発動基準等と代替拠点の移転・閉鎖の基準等・(様式例)

	ＢＣＰの発動基準等

	BCPを発動する状況
	(例) 本拠点で重要業務を行うことができず、○○業務の復旧がRTO（目標復旧時間）を超える場合

	BCPを発動する権限者
	(例）社長

	BCPを発動する権限者の代理者
	(例）専務

	BCPを発動する範囲・レベル
	(例）○○部××課（△△業務関係者）

	BCPを運用するチームメンバー
	(例○○部××課（△△業務関係者）


説明：重要業務ごとに様式を作成します。

	代替拠点の移転・閉鎖の基準等

	代替拠点を移転・閉鎖する状況
	(例)本拠点が復旧し、重要業務を再開することができる場合

	代替拠点を移転・閉鎖する権限者
	(例)社長

	代替拠点を移転・閉鎖する権限者の代理者
	(例）専務

	代替拠点の場所
	(例）○○工場

	代替拠点から移転する場所
	(例)本社工場

	代替拠点要員メンバー
	(例）○○部××課（△△業務関係者）


説明：重要業務（代替拠点を使用するもの）ごとに様式を作成します。

文書20-2(必須)　 事業継続に必要な項目と対応手順・(様式例)

	事業継続の対応手順

	項目
	○○業務の継続

	責任者
	

	手順
	手順内容
	担当
	必要な資源

	□　1
	
	
	

	□　2
	
	
	

	□　3
	
	
	

	□　4
	
	
	

	□　5
	
	
	

	□　6
	
	
	

	□　7
	
	
	

	□　8
	
	
	

	□　9
	
	
	

	□　10
	
	
	


説明：事業継続に必要な項目ごとに様式を作成します。

事業継続の実際の対応においては手順1から行いますが、次の手順を実施するに当たり、前の手順が完了している必要はありません
［ステップ２１様式］　地域との協調・地域貢献

文書21-1(必須)　地域との協調に関する留意事項の整理表（様式例）
	事項
	留意する内容
	担当部局、関連部局

	各災害・事故共通
	
	

	①取引先に支援要請を行う場合
	支援者に地域の状況を説明し、留意事項を伝達
	営業部・・・・

	
	
	

	地震時
	
	

	①屋外避難者が来た場合の対応
	飲料水の提供、トイレを貸すなど可能な限り対応
	施設部・・・・・

	
	
	

	水害時
	
	

	①避難者の活動を妨げない
	冠水した道路の走行は、避難活動終了後にする
	施設部、製造部・・・

	
	
	


文書21-2(推奨)　地域貢献の具体策及び実施方法(様式例)
	地域貢献の内容
	担当部局、担当者
	必要な準備
	連携先

	(1)実施を予定する事項
	
	
	

	　在庫商品の提供
	販売管理部
	地域での需要の確認
	地元自治会○○氏、・・・

	
	
	
	

	(2)状況を見て可能なら行う事項
	
	
	

	　水道タンクの水の配給
	施設部　○○
	水道施設に被害状況を把握・・・
	地元自治会○○氏、・・・

	
	
	
	

	
	
	
	


説明：災害･事故時の地域貢献だけでなく、平時の災害･事故防止の地域連携などもここでの地域貢献に該当します。































































本ガイドの留意事項とお願い：本ガイドは、ＮＰＯ法人事業継続推進機構が事業継続を普及していくためのツールの一つであり、改善を続けながら活用していきます。本ガイド使用条件を脚注に記載していますので、必ずご確認ください。


























�　原案作成者：丸谷浩明（京都大学経済研究所、NPO法人事業継続推進機構理事長）


本ガイドの著作権はＮＰＯ法人事業継続推進機構が保有します（問合先� HYPERLINK "http://www.bcao.org/" ��http://www.bcao.org/�に記載）。使用条件は以下の通りです。


1)使用に伴う損害について、当機構は一切責任を負いません。


2)非営利活動での使用は自由です。営利活動での使用は、当機構の事前承認がない限り禁止します。


3)事前承認を得て営利のコンサルティング業務に使用する場合、他の本格的なＢＣＰの文献、テキスト等を必ず十分理解し、それらを併用するようお願いします。非営利の場合も同様とします。


4)本ガイドの一部を引用する場合には、当機構名を明記してください。
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